
最近の北海道経済の動向等について
（全国財務局長会議報告資料）

Ⅰ．最近の北海道財務局管内の経済情勢

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組（特別調査）

希望ある未来へ 地域と歩む  北海道財務局

令和７年１１月
北 海 道 財 務 局

【問い合わせ先】
 財務省北海道財務局 総務部 経済調査課
   電話011（709）2311（内線4381）
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前回（７年７月判断） 今回（７年１０月判断）
前回
比較

備考

個人消費 持ち直している 持ち直している

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある

設備投資 ７年度は増加見込み ７年度は減少見込み
減少見込みは、令和６年４
月判断以来、６期ぶり

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

住宅建設 弱含んでいる 弱い動きとなっている
下方修正は、令和６年１０月
判断以来、４期ぶり

観 光 回復している 緩やかに拡大しつつある
上方修正は、令和７年１月
判断以来、３期ぶり

公共事業 前年を上回る 前年を上回る

企業の景況感 「下降」超となっている 「上昇」超となっている
「上昇」超は、令和６年１０月
判断以来、４期ぶり

企業収益 ７年度は減益見込み ７年度は増益見込み
増益見込みは、令和６年４
月判断以来、６期ぶり

前回（７年７月判断） 今回（７年１０月判断） 前回比較 総括判断の要点

総括判断 持ち直している 持ち直している
個人消費は、持ち直している。生産活動は、一進一退
の状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。
観光は、緩やかに拡大しつつある。

（注） ７年１０月判断は、前回７年７月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。

〔先行き〕 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待される。ただし、物価上昇の継続、
米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある。

Ⅰ.最近の北海道財務局管内の経済情勢 北海道財務局

２
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（１）足下の収益環境等の変化と要因

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組（特別調査）

⚫ 前年同期と比較した足下の収益環境は、「改善」が「悪化」を上回った。（改善32.3％、横ばい40.6％、悪化27.1％）

⚫ 改善の要因は、「国内販売価格の上昇」と「国内販売数量の増加」が最多。（各45.2％）

⚫ 悪化の要因は、「人件費の上昇」（57.7％）が最多、次いで「国内販売数量の減少」。（42.3％）

⚫ 足下の収益環境を受けて、当初の設備投資計画を見直す方向性については、「見直し予定なし」が約半数、次いで「拡大」、「縮小」
の順となっている。（見直し予定なし51.0％、拡大33.3％、縮小15.6％）

足下の収益環境（前年同期との比較） 改善した要因

国内設備投資計画の見直しの方向性
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悪化した要因
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■拡大 ■縮小 ■見直し予定なし

■調査時期 令和7年9月～10月 

■回答企業数 96社

<内訳>製造業29社、非製造業67社

 大企業23社、中堅企業40社、中小企業33社

※対象: 北海道財務局及び管内各財務事務所・出張所

が従来から継続的にヒアリングを行っている企業等
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原材料価格・仕入価格の上昇

燃料価格の上昇

人件費の増加

関税コストの上昇

その他
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北海道財務局

※複数回答（２つまで）

※複数回答（２つまで）
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■2025年10月
■2024年10月

0 50

営業力の強化

高付加価値の商品・サービスの開発

取引価格の適正化（価格転嫁）

人材の確保

従業員の新たなスキルの獲得…

生産能力強化のための投資

成長分野への投資…

新規事業への参入

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組（特別調査）

（２）稼ぐ力（収益力）を強化するための取組等

⚫ 収益力強化に向け、コストカットを重視する企業の割合が、前年に比べやや増加。（2024年10月：24.0％、2025年10月：28.0％）

⚫ 稼ぐ力を強化するための取組について、全産業でみると、前年同様、「営業力の強化」（59.7％）が最多。次いで、「高付加価値の
商品・サービスの開発」。 （47.8％） 

⚫ 「人材の確保」（40.3％）は、前年に比べ割合が低下しており、企業からは人材確保の困難さが増しているとの声が聞かれる。
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企業の声

◆ 価格戦略に関し、厳しい企業間競争に立ち返る動きもみられている。商売の
チャンスを逃さないことや、コストの抑制をあらためて重視する必要を感じている。

（リース業）
◆ 設備・人員面でフル稼働の状態であり、販売数量は限界に達している。
このため、歩留まり向上や無駄を減らすなどのコスト対策をより重視している。

（食料品）
◆ アウトプット増加のための取組も行っているが、原価改善を重要視している。

（輸送機械）

コストカット
重視企業
の割合

(%)

企業の声
(%)

前年に比べ
取組割合が増加

◆ 最低賃金の上昇などで給与水準が上がり、人材の確保はより難しくなってきており、
むしろ省力化に力を入れている。（小売業）

前年に比べやや増加

◆ より薄くて軽い製品やプロ用機材向けなど、高付加価値製品の生産比重を高める
ための設備投資を進めていく。（情報通信機械器具）

2020年～2023年5月

2025年
2024年

前年に比べ
取組割合が低下

稼ぐ力を強化するための取組（全産業）アウトプット増加よりコストカットを重視する企業の割合

◆ 自動車整備士に接客技術や提案力を高める研修を実施し、整備士自らが顧客
対応を行うことで、説得力が増し、売上向上につながっている。（小売業）

北海道財務局

※複数回答

※ 2018、コロナ禍、2024は、昨年調査の結果を引用。
今回調査と昨年調査の両方で回答が得られた企業の結果のみ集計。 ※ 2024は、昨年調査の結果を引用。
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